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研究成果の概要：韓国の学校と中国の朝鮮族学校との間の姉妹校交流に着目し、こうした交流

を行っている韓国の学校、朝鮮族学校双方で聞き取り調査などを実施し、両学校の交流の現状

や課題、そして交流による成果について考察を行った。その結果、経済格差のある中で行われ

ている両者の交流を通じて朝鮮族児童生徒のみならず、韓国人児童生徒も民族アイデンティテ

ィの育成がなされていることがわかった。また、こうした交流は朝鮮族学校の教員の資質向上

にも役立っていることが判明した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,270,000 0 1,270,000 

2008年度 1,350,000 405,000 1,755,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,620,000 405,000 3,025,000 

 
 
研究分野：社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
 中国朝鮮族（以下、朝鮮族とする）は中華
人民共和国（以下、中国とする）に居住する
55 の少数民族の中でも教育を重視する民族
として、漢族よりも高い大学進学率を有する
など、少数民族の模範として見なされること
が多かった。朝鮮族が集住する吉林省延辺朝
鮮族自治州（以下、延辺とする）を中心とし
た東北三省には朝鮮族学校が多く存在し、そ
こでは朝鮮語を第一言語とした教育が行わ
れるとともに、漢語は第二言語として教えら
れることで中国に住みながらも朝鮮語を話

すことが当たり前という言語環境を実現さ
せてきた。また、「朝鮮語文」科目の設置の
他、一部科目では朝鮮民族の芸術や文化に触
れられるようになっており、朝鮮族学校は民
族教育とそれに基づく朝鮮族の民族文化の
維持・発展のために機能してきた。そのよう
な朝鮮族にとって大きな転機となったこと
として挙げられるのは、一つは中国の改革開
放政策であり、もう一つは 1992 年の中韓国
交樹立である。 
 改革開放政策は中国全体において社会的
価値観の大きな転換点となったものであり、
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現在の中国の経済発展の礎を築いたものと
いえるが、中韓国交樹立と並んで朝鮮族にと
っても大きな影響を及ぼす発端となった。朝
鮮族がそれまで民族性を維持できたのは民
族別に村落が形成された農村部を中心に居
住してきたことが大きい。日常の生活範囲内
では漢族と接する機会が少なく、朝鮮族共同
体での生活の中で地域の朝鮮族学校に通う
ことにより民族性を維持することができた
のである。社会環境の変化はより豊かな生活
を求めて都市部（延辺内での移動、東北三省
内での移動、東北三省から沿岸部への移動、
中国から外国への移動）へ人口が流動するこ
とをもたらした。これは農村部の朝鮮族共同
体の弱化を意味した。それに加えて、「一人
っ子政策」（朝鮮族は少数民族なので第二子
も許容された）などにより民族共同体内にお
ける学齢期児童生徒の数は減少し、特に 1990
年代中頃より農村部を中心に朝鮮族学校の
廃校が相次いだ。 
 また、中韓国交樹立は、民族同胞が多数居
住する国家といえば従来は朝鮮民主主義人
民共和国（以下、北朝鮮）であったが、こう
した朝鮮族の認識を大きく変化させること
になった。その後も北朝鮮への親戚訪問など
は継続しているが、韓国は現在の朝鮮族の生
活環境に最も大きな影響を与えている。特に
韓国は言語や文化を共有しているため（厳密
には必ずしもそうとはいえない部分もある）、
韓国にとっても中国に経済進出する時には
朝鮮族の存在が大いに役立ったが、朝鮮族に
とっても韓国への出稼ぎという「利益」を韓
国との関係から得ることができた。朝鮮族の
農村部からの人口流出先としては中国国内
の都市部のみならず、韓国も大きな割合を占
めている。また、出稼ぎという移動は親が不
在の子どもを増加させた。親が長期間にわた
り留守をすることで家庭崩壊に至る例もみ
られ、朝鮮族社会の変容に与えている影響は
計り知れない。その他、朝鮮族女性の結婚を
理由とした韓国への移動も朝鮮族社会、韓国
社会双方で社会問題となっている。 
 ただ、韓国への出稼ぎは、結果は別として、
韓国での永住を志向するものではなく、中国
内での人口の散住化は漢語志向を高めるこ
とになった。朝鮮族の子どもの数自体が減少
していることに加えて、今後漢族が大多数を
占める都市部で生活を行おうとすれば朝鮮
語よりも漢語の能力が必要条件とされるわ
けであり、朝鮮族学校が存在する東北三省の
都市部でも朝鮮族学校を選ばず、漢族学校に
子どもを通わせる親が増加したのである。こ
うした中、朝鮮族児童生徒の朝鮮族学校から
漢族学校への転校を政策的に抑制したり、朝
鮮族学校で特定の科目を漢語に教授言語を
変更するといった二言語教育改革を行った
りと、漢族学校への児童生徒の流出を防止す

る取り組みが行われてきた。また、韓国との
かかわりが深い東北部でみられる漢族の朝
鮮語学習需要の高まりに対応して、漢族クラ
スを設置して漢族の入学をさせるなどい行
った、努力も朝鮮族学校では行われてきた。
それでも朝鮮族学校全体としてみれば児童
生徒数減少問題の抜本的な解決には至って
いない。児童生徒数が減少すれば教員数も減
少し、学校自体も経済的状況が厳しくなる
（義務教育の場合、授業料は存在しないこと
になっているが、「学雑費」の名目で児童生
徒から納入金を得ていたということがある）。 
 そんな中、韓国の学校との間で姉妹校交流
を結んだり、韓国の民間団体から朝鮮語図書
の寄贈を受けたり、経済的援助を受けたりと
いった朝鮮族学校の事例がみられるように
なった。こうした韓国との教育交流により、
朝鮮族学校は自らのおかれた厳しい状況を
克服できるのではないかと考え、今回韓国の
学校と朝鮮族学校との教育交流に注目する
に至ったのである。 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、韓国と朝鮮族との交流関係を分
析していくことで希薄化しつつあるといわ
れる朝鮮族の民族アイデンティティの新た
な展開過程を模索していくことを目的とし
ている。その中でも特に、韓国の民間団体に
よる教育支援や、韓国の学校と朝鮮族学校と
の教育交流に着目し、国家を越えた活動を行
う朝鮮族の新たな民族アイデンティティの
展開の可能性を見出していこうとした。 
 前項で触れたように、これまで朝鮮族学校
では朝鮮族児童生徒が漢族学校へ流出して
いくことに対し、漢語教育の強化など、様々
な方策を行ってきたが、抜本的な解決には至
っていない。もはや中国内の一少数民族問題
として朝鮮族教育を論じるだけでは朝鮮族
の教育問題を解決するのは困難なのである。 
 研究代表者のこれまでの研究では韓国や
韓国人との関わりの中から朝鮮族教育を分
析していくことの有効性が明らかとなった
が、こうした点を念頭に置きながら、2 ヵ年
という研究期間で行える範囲という点も考
慮して、本研究では教育交流に着目し、以下
の点を明らかにしようとした。 
（１）朝鮮族児童生徒が民族アイデンティテ
ィの維持をしていく上で、韓国の同年代との
交流はどのように機能しているかについて。 
（２）交流は相互的なものになってこそ、互
いに対等な交流になるということを考えた
とき、経済的差異がある朝鮮族と韓国人が対
等な形で進めることができる交流の形態に
ついて。 
（３）こうした教育交流を契機として、朝鮮



 

 

族が中国という居住国家を空間的にも概念
的にも越えた形での民族アイデンティティ
を模索し、彼らが生きていく上でこうしたア
イデンティティを戦略的に活用していく可
能性について。 
 
 
 
３．研究の方法 
 はじめに、韓国の学校と朝鮮族学校との交
流（いわゆる「姉妹校交流」）がどの程度な
されているのかを基礎的なデータとして把
握する必要があるが、研究代表者のこれまで
の調査研究活動を通じて明らかになったの
は、韓国でも政府機関（教育人的資源部［当
時］）は国内の学校が海外の学校と結んでい
る姉妹校交流の状況全般について把握して
いないことであった。また、中国においても
少なくとも研究者が入手できる範囲ではこ
のような資料は存在していない状況であっ
た。そこで、本研究の方法は文献調査ととも
に、姉妹校交流を行っている機関（学校）な
どを訪問して一つずつ事実を積み重ねてい
くということを中心に行っていかざるを得
なかった。この現実を踏まえて採用した研究
方法は、以下の通りである。 
 
（１）韓国における支援機関の訪問 
まず韓国の朝鮮族支援組織を訪問して聞

き取り調査、文献収集を行った。これにより、
研究の全容を把握しようと試みた。実際には
韓国外交通商部の傘下機関である在外同胞
財団を訪問したが、財団職員への聞き取りか
らは予定した情報を得ることはできなかっ
た。しかし、資料室での文献収集は順調に行
うことができた。 
 
（２）現地の学校訪問 
 韓国の教育機関と朝鮮族学校との教育交
流の現状を詳細に把握するために、実際に交
流活動を行っている韓国の教育機関と朝鮮
族学校を探し出し、数校の学校を実際に訪問
して関係者と面談して聞き取りを行った。ま
た、聞き取りだけでは調査対象学校が限られ
ることから、朝鮮族学校に関しては朝鮮族教
育関係機関の協力の下、質問紙調査を実施し
た。質問紙調査では以下の点を調査した。そ
れは、①朝鮮族学校が韓国の学校との姉妹校
交流を持つにいたる経路、②韓国との姉妹校
流を結んだ理由、③韓国との交流の内容、④
韓国との姉妹校交流の成果と意義、⑤姉妹校
交流の今後の展望についてである。特に数校
では姉妹校交流を行っている双方の学校の
関係者から聞き取りを行うことで、互いの認
識の共通点や相違点などを探ることを行っ
た。 
 

（３）交流した生徒への聞き取り 
当初の計画段階では、交流学校の教員や生
徒同士が交流する行事に研究代表者が直接
参加して見学を行う予定であり、交流行事を
行う韓国の学校側と朝鮮族学校側から許諾
を得ていたものの、2008 年夏の北京オリンピ
ックの開催期間と重なったため、行事自体の
実施が困難となり、急遽中止となった。その
ため、研究目的の達成に支障を来さない範囲
で予定を変更し、朝鮮族学校との交流行事
（双方の学校を互いが訪問して学生同士交
流するもの）への参加経験のある韓国人高校
生と引率教員を交えた談話会を韓国の学校
側に設定していただいた。そこでは主に交流
行事に参加前と参加後の変容の有無や、朝鮮
族生徒と交流したことの意義などについて
生徒の側の認識を調査した。 
 また、これらの研究方法を行うのと同時並
行で、本研究課題に関連する文献、資料等を
日本や韓国（国会図書館、国立中央図書館、
在外同胞財団、その他大学図書館など）、中
国において収集し、検討を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
（１）韓国による朝鮮族支援の意味 
韓国における在外同胞政策の根幹は教育
政策であり、在外同胞が現地社会で一定の地
位を確立した上で民族意識を維持し続ける
ことは韓国の国益に適ったものということ
を確認した。 
 韓国政府の発表では 2007 年現在、世界に
は在外同胞（朝鮮半島にルーツを持つ、朝鮮
半島以外の地域に居住する人々）が約 704 万
人いることになっている（外交通商部在外同
胞協力課『在外同胞現況』2007 年、p.26 参
照）。そもそも在外同胞の概念自体非常に曖
昧なものであり、時の政治状況によっても、
論者によっても異なるものであるが、在外同
胞は韓国にとっては人的資源と認識されて
おり、朝鮮族もその例外ではない。実際、韓
国が中国に経済進出する際に言語や文化を
共有する朝鮮族が果たした役割は大きいと
いわれる。漢族と同化することなく民族アイ
デンティティを維持することで朝鮮族をは
じめとする世界中に居住している朝鮮民族
（在外同胞）がネットワークを築き共同体を
構築することができれば（一般に「韓民族共
同体」と表現される）、在外同胞にとっても、
韓国に居住する韓国人にとってもプラスに
なると考えられている。そして、朝鮮族をは
じめとする在外同胞が朝鮮民族としてのア
イデンティティを維持するためには民族教
育を維持・発展させていくことが不可欠であ
り、そこから韓国が朝鮮族教育を支援するの
は単に民族的紐帯心に基づくものだけでは



 

 

ないことが理解できるのである。 
 在外同胞支援機関についてみると、外交通
商部の外郭団体である在外同胞財団は在外
同胞のための各種支援活動を行っているが、
教育分野においても朝鮮族児童生徒に奨学
金を支給したり、彼らを韓国に招聘したりし
ているほか、韓国の他の民間機関と共催で朝
鮮語の図書を朝鮮族学校に寄贈するなどの
支援事業を行っている。こうした活動は主に
民間団体が積極的に関与しており、必ずしも
政策として行われているものではない。こう
した延長線上に韓国の学校が朝鮮族学校と
姉妹校交流関係を締結するという活動を位
置付けることが可能である。 
 
（２）姉妹校交流全般について 
 朝鮮族学校と韓国の学校との姉妹校交流
については、前項で挙げた研究方法により以
下の点が明らかになった。 
まず、この姉妹校交流は海外の学校との交

流という、いわゆる一般的な姉妹校交流の特
徴と、国家を越えた同一民族間の学校交流と
いう 2つの性格を有しているということであ
る。従って、出てくる問題点は韓国の学校と
朝鮮族学校との間に特有のものだけではな
いし、姉妹校交流一般に見られるような相互
に相手校を訪問しあうような直接的な交流
も行われている。韓国の学校と朝鮮族学校と
の姉妹校交流に注目する際には、まずこの点
を念頭に置いておくことが必要と思われる。 
次に韓国の学校にとっての朝鮮族学校と

の姉妹校交流は、双方の民族愛や民族アイデ
ンティティを涵養することが目的に含まれ
ているということを指摘することができる。
すべての姉妹校交流において該当するわけ
ではないが、経済的にも社会環境的にも厳し
い状況にある朝鮮族を助けるということを
第一義的な目的としているのではなく、韓国
人と朝鮮族との交流が両者の民族アイデン
ティティ育成に繋がるという、相乗効果が期
待されているのである。実際、朝鮮族学校に
図書支援を行った学校では児童生徒が相手
校を訪問して自分たちの行為が朝鮮族を助
けているという事実を認識することによっ
て、民族を意識するということも示されてい
る。こうした交流を通じて国家を越えて居住
する民族同胞間の紐帯意識が形成されるこ
とが期待され、実際こうした「効果」が認識
されている学校も存在する。 
 もちろん、こうしたことは必ずしも個人の
人間発達に必須のものではなく、過度の民族
アイデンティティの強調はむしろ逆効果か
も知れないが、両者の交流が一方的な援助で
はなく、経済的に朝鮮族よりも豊かな韓国人
が朝鮮族との交流から得るものを認識して
いることは、姉妹校交流が両者の対等な関係
の構築に役立っているということを確認す

ることができる。 
三点目には朝鮮族学校にとっての韓国の
学校との姉妹交流は、児童生徒のみならず教
員の民族自尊心育成に効果があるものと認
識されていることを指摘できる。また、韓国
の学校や教育を知ることは児童生徒の社会
性が高まると共に、教員の資質向上の上でも
有効に作用すると考えられている。姉妹校交
流の中には韓国の学校から経済的支援を受
けている学校も存在するが、それは姉妹校交
流の中心にはなっておらず、朝鮮族学校にと
って韓国の学校との姉妹校交流は厳しい学
校運営環境を経済的に克服できるものとい
う認識はあまりなされていない。実際、朝鮮
族学校を訪問する度に支援物資や支援金な
どの経済的援助を行ってきた韓国の学校で
は上級組織から資金が滞ることによって姉
妹校交流を継続させることが困難になった
事例もある。つまり、韓国からの経済的支援
という形での交流は韓国の学校側にも大き
な負担な負担を伴うものとなり、継続させる
のが難しくなるのである。 
 それに対し、朝鮮族児童生徒が韓国の学校
との交流を通じて民族自尊心を育成し、さら
には先進国社会に触れるという経験を通じ
て社会適応能力を向上させるならば、中国社
会における朝鮮族学校の社会的地位が高ま
り、それを朝鮮族教育の活性化にもつなげて
いくことも可能と思われる。教員の資質向上
などもこのような角度から解釈することが
可能である。 
こうした姉妹校交流の課題としては、交流
を継続性あるものにしていくことである。実
際、姉妹校交流は途中で途切れてしまうこと
は珍しくない。交流を継続性あるものにして
いくためには学校全体として姉妹校交流の
位置付けを明確化することや、交流に必要な
経費を捻出する方法をみいだすこと、そして
交流相手校との対等な関係を維持し続ける
ことなどが重要となってくる。現実には姉妹
校交流に熱心であった教員が転勤すること
で姉妹校交流そのものがなくなることがあ
ると朝鮮族学校では指摘されており、これは
学校全体で交流を進めていくという合意形
成が不十分なことにより生じる問題である。
ある学校では児童生徒中心に姉妹校交流を
推進しているが、こうした形をとることで姉
妹校交流に参加できる児童生徒は限定され
るものの、交流に参加した児童生徒の教育的
効果は大きくなり、生徒同士交流活動が後輩
に受け渡されていくことで継続性が確保さ
れる可能性が高まる。また、両者が対等な関
係を保つことについては交流活動をするに
は一定の経費が必要であるのも事実であり、
双方の学校だけで解決するのは難しい。実際、
ある姉妹校交流の場合、朝鮮族児童生徒の渡
韓のための費用などを援助してくれる韓国



 

 

人の存在が交流を成り立たせているという
例も見られる。 
 こうした課題を克服できるか否かは個々
の学校の努力に依る部分よりも双方の学校
自体、姉妹校交流を行えるだけの経済的余裕
があるか、また学校幹部（校長、理事長など）
の理解があるかといった要素が存在するこ
とも事実である。その意味では姉妹校交流を
行える学校は、特に朝鮮族学校の場合、ある
程度限られてくるという解釈も可能である。 
 
（３）本研究の国内外での位置付け、インパ
クト、今後の展望について 
 本研究を通じて、朝鮮族と韓国の児童生徒
同士の交流は両者の民族アイデンティティ
育成に役立つとともに、朝鮮族児童生徒の社
会性を高めることに作用することが明らか
となった。また、こうした国家を越えた民族
交流を進めていくことは朝鮮族学校全体の
教育の質向上に役立つということが分かっ
た。当初想定された、韓国の学校から朝鮮族
学校への経済援助という側面は弱く、韓国の
在外同胞教育政策がそのまま韓国の学校と
朝鮮族学校との姉妹校交流を通して遂行さ
れるという単純なものではないということ
が明らかになった。むしろ交流に必要となる
資金をどう確保するかのほうが問題である。
従って、このような交流は韓国の在外同胞教
育政策（支援）を反映したものとは必ずしも
いうことができず、両者の対等な交流を築い
ていける可能性を有している。その意味で、
研究代表者の当初の予想（韓国の学校との交
流により朝鮮族学校が経済的に助かるとい
うこと）は否定されたわけであるが、その代
わり姉妹校交流の進展による韓国の学校と
朝鮮族学校の、両者の発展の可能性を見出す
ことができた。 
 朝鮮族教育に関する研究は、中国では以前
から朝鮮族研究者によりなされてきた。中韓
国交樹立以後には韓国人研究者が現地を訪
れることが可能となり、質問紙調査を元とし
た各種社会調査が行われるようになってき
ている。それらの研究の中には朝鮮族教育を
実証的に研究したものも多く見られる。しか
し、朝鮮族学校と韓国の学校の姉妹校交流に
着目した研究は管見のところ見あたらない。
こうした交流を複数の学校からの聞き取り
や、回答数は限られているものの朝鮮族学校
への質問紙調査から明らかにできたという
点からすれば、本研究は朝鮮族研究一般にお
いても、韓国の在外同胞教育に関わる研究に
おいても一定の意義を有すると思われる。 
また、多文化化しつつある日本においても

教育における国際交流は今後重要なテーマ
となっていくと考えられる。教育事象を国家
単位、民族単位で別々に見るのではなく、国
家を越えた民族関係という視点はグローバ

ル化が進展した国際社会では益々重要にな
ってくると思われる。こうしたこと点につい
ても、本研究を実施した意味は十分に存在す
ると考える。 
 しかしながら、本研究では研究規模の限界
により調査対象の学校がある程度限定され
ざるを得なかった。また、実際の社会の中に
存在する権力関係の分析に踏み込まず、あく
までも教育交流の実態を中心に分析を行っ
たことなど、課題も存在することを認めなけ
ればならない。今後はより多くの姉妹校交流
実践を研究対象とすると共に、朝鮮族と韓国
人の関係性をより丁寧に、より詳細に分析し
ていく必要があると考える。また、日々変化
する朝鮮族学校の状況を詳細に把握し、整理
を行っていきたい。 
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